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研究成果の概要（和文）：多数の者が参加する場合の犯罪処罰について、我が国の刑法典は、正犯と共犯を分ける共犯
体系を採用しているが、実務においては、そのほとんどが、正犯として処罰されている。この事実から、我が国の実務
は、統一的正犯体系を採用していると見られるのであって、統一的正犯体系を立法的に採用するデンマーク、ノルウェ
ー、イタリアの刑法の共犯規定を研究した。統一的正犯体系をとると、解決が困難な問題が生じるとされて来たが、こ
れらの国の刑法理論の研究により、それらの問題は、すべて適切に解決できることが明らかにされた。これにより、我
が国においては、統一的正犯体系が現に妥当していると説明することが最も適切であると考えられる。

研究成果の概要（英文）：Under the Japanese criminal code, penalties for criminal acts involving multiple 
persons are determind by identifying the form of involvement of each offender (the Complicity System), 
but in the court practice, most of them are punished as principles. According to this, Japanese criminal 
court practice can be observed as actually not obeying the Complicity System, but the Monistic System. 
Therefore, we studied Danish, Norwegian and Italian criminal code, which legislatively adopted the 
Monistic System. Even though there are various criticisms against the Monistic System, according to our 
study on the criminal theories of these 3 countries, it is founded that all of the difficult issues 
surrounding the Complicity System can be resolved, where the Monistic System is adopted. Here can be said 
that the Japanese valid law of the penalties for criminal acts involving multiple persons should be 
properly explained by the Monistic System.

研究分野：刑法
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１．研究開始当初の背景 
（１） わが国の刑法典は、共犯体系を採用
し、共同正犯と狭義の共犯（教唆犯・従犯）
を区別している。共犯体系においては、正犯
と狭義の共犯は、その成立要件が異なり、犯
罪論体系上、その性質を異にすると考えられ
ている。 
（２） 本研究の柱となる概念である統一的
正犯体系は、複数人が犯罪に関与した場合、
すべての関与者を正犯とする。統一的正犯概
念は、わが国において、立法論として主張さ
れることはあっても、解釈論のレベルで議論
されることはなかった。というのも、上述の
ように、刑法典が共犯体系を採用しているこ
とから、解釈論において統一的正犯概念を採
用するのは不可能であると考えられたので
ある。 
（３） しかし、わが国の裁判実務は、共謀
共同正犯を認めることにより、複数人が犯罪
に関与したほとんどの場合を共同正犯とし
て処罰している（97.7％）。つまり、わが国の
裁判実務は、統一的正犯体系に近い。この事
実を真摯に受け止め、統一的正犯概念を研究
する必要性を感じたのである。 
 
２．研究の目的 
（１） 本研究は、イタリア、デンマーク、
ノルウェー刑法における統一的正犯の理論
について研究し、また、ドイツ刑法（ドイツ
刑法典も共犯体系を採用している）を媒介と
して、ドイツにおける正犯と狭義の共犯の区
別論の理論的妥当性、統一的正犯概念に対す
る評価についても研究する。 
（２） その上で、各国の議論とわが国の議
論の理論的接合の可能性を探り、近時わが国
で大きな問題となっている共謀共同正犯を
中心とした共犯の諸問題の解決を目指すも
のである。 
 
３．研究の方法 
（１） イタリア、デンマーク、ノルウェー
については、文献を検討することで、基礎的
な調査を行う。その上で、海外リサーチを行
うことにより、議論を深化させる。 
（２） ドイツについては、わが国と同じく
共犯体系を採用していることから、その正犯
と狭義の共犯の区別論、とりわけ、実行行為
を行う従犯をも視野に入れた議論について、
また、統一的正犯体系への評価について文献
を検討する。 
（３） 上記研究から得られた知見の、わが
国の議論への理論的接合を行う。 
 
４．研究成果 
（１） イタリア刑法典は、かつて共犯体系
を採用していたが、1930 年の現行刑法典にな
り、統一的正犯体系を採用した。その理由は、
共犯体系で起こっていた、区別の際の立証の
困難性を克服するため、あるいは、共同して
事件を発生させるすべての条件は等価値で

あるという原則と調和するためである。 
（２） 因果的寄与の有無は共犯処罰の基礎
をなしているが、この点について、イタリア
の判例・通説は、促進・容易説を採用してい
る。わが国では、因果的寄与度の大小が正犯
と狭義の共犯を区別する基準であるともさ
れるが、促進関係で足りるのは、従犯のみで
ある。統一的正犯体系を採用するイタリアは、
共同正犯の因果的寄与について、促進関係が
あれば足りるのである。この理論を用いれば
れば、共同正犯の因果性と従犯の因果性を統
一的に理解することが可能となり、正犯と共
犯を区別することなく、統一的に把握するこ
とが可能となる。統一的正犯体系における因
果性の問題は、条件関係を要求することが必
須と考えられてきたため、特にその具体的妥
当性において採用困難とも思われてきたが、
こうしたイタリアの理論をとりいれること
で、この問題の解決に寄与するための一歩が
踏み出されたといえる。 
（３） デンマーク刑法も、1930 年に統一的
正犯体系を採用した。同 23 条 1項は、「ある
犯行に適用される刑罰法規は、煽動、助言ま
たは犯罪行為により当該犯行に共同したす
べての者にこれを適用する」と定めている。
共犯の規定は、この一か条しかなく、「煽動」
は教唆、「助言」は無形的幇助、「犯罪行為」
は有形的幇助、共同正犯行為に該当し、わが
国でいう教唆犯、従犯もすべて正犯と同様に
扱われることを示している。 
（４） デンマーク刑法の研究で明らかとな
ったとりわけ重要な成果として、身分犯の問
題がある。身分犯に関与する者については、
その者に身分が欠けるため、その者は正犯と
して処罰されるだけの要件を備えることが
そもそも不可能であるから、統一的正犯概念
にとっては、これがデッドロックとなるので
はないかと考えられてきた。しかし、デンマ
ークの理論を研究したことにより、従来、分
犯の共犯とされてきた類型は、独立した犯罪
類型であって、そうした行為は、当該行為に
より結果を惹起したという処罰根拠（惹起
説）ではなく、身分者の犯罪遂行に関与した
ことそれ自体という別個の処罰根拠によっ
て処罰されるべきものであることが明らか
となった。身分犯に関与した者について、刑
を減軽するデンマーク刑法の規定は、独立犯
罪類型であるが故に、身分者とは同一のレベ
ルで処罰できないことを示しているのであ
って、統一的正犯概念を採用しても、身分犯
に関与した者を処罰することは可能である
ことが明らかとなったわけである。 
（４） ノルウェー刑法は、1905 年から統一
的正犯体系を採用してきたが、本研究課題期
間中に刑法改正が実施に移され、統一的正犯
体系を採用することがより鮮明になった。そ
もそも、ノルウェー刑法は、20 世紀初頭に統
一的正犯を採用した世界で最初の立法例で
あったが、100 年以上に渡ってこれを問題な
く適用し、さらには新立法においても採用し



ているのであって、統一的正犯概念の有用性
は、この例でも示されていることが明確にな
ったといえる。ノルウェー刑法については、
さらに今後新たな文献等を調査し、改正後の
ノルウェー刑法の実施状況をフォローする。 
（５） 上記各国は、減軽事由に関する条文
の文言に差異があるものの、すべての関与者
を正犯として扱うことに違いはない。これら
比較法研究は、わが国の共犯規定改正の際に
参考となるであろう。また、世界が統一的正
犯体系を志向していることが明らかになっ
たといえるであろう。 
（６） その一方で、ドイツは、なお共犯体
系を維持しているが、正犯と狭義の共犯の区
別については苦慮している。黒幕処罰にあた
っては、遡及禁止の原則があるにもかかわら
ず、その例外を認めて「正犯の背後の正犯」
を肯定する。また、正犯メルクマールは、そ
れぞれのメルクマールがそれぞれの強度を
もって存在し、ある正犯メルクマールの正犯
性が弱い場合でも、別の正犯メルクマールが
正犯性を補うことがあるという主張もなさ
れているが、そのメルクマールが犯罪論体系
上の何を意味しているのか分からないのは、
わが国の状況と同じである。 
（７） そこで、ドイツと同じく、共犯体系
を維持し、正犯と狭義の共犯を区別するにあ
たって考慮される要素の、犯罪論体系上の位
置づけを検討した。しかし、実務で考慮され
ている要素の中には犯罪論体系上の位置づ
けがなお不明なものが混ざっており、わが国
の裁判実務は、共犯体系では説明できないこ
とが明らかとなった（すなわち、統一的正犯
体系を採用するか、裁判実務において考慮す
る多様な要素を限定するかが必要である。な
お、この成果については、共同研究者の田川
靖紘が博士論文としてまとめ、現在、博士（法
学）学位を申請中である）。 
（８） 以上の成果をふまえて、わが国の議
論への理論的接合を行った。わが国の裁判実
務は、統一的正犯体系を志向しているという
ことを明らかにしたのである。すなわち、複
数人が関与した犯罪現象においては、関与者
は、その関与形態・程度に関わらず同一の処
罰根拠・要件に基づいて処罰されるというこ
とである。従来の区別は、犯罪論体系上行わ
れていたが、犯罪論体系上の区別はなく、量
刑段階でのみ区別されるのである。 
（９） 本研究によって、イタリア刑法、デ
ンマーク刑法、ノルウェー刑法における統一
的正犯概念の研究が進められ、その内実がか
なりの程度明らかとなった。また、ドイツ刑
法の正犯と狭義の共犯の区別論における苦
慮は、理解できるものであるが、実行行為者
のほかに黒幕をも正犯として処罰する場合、
統一的正犯体系を採用する各国と比べ、理論
的には非常に説明しづらい（例外を設けるな
どで対応せざるを得ない）ことが明らかとな
った。そして、現に効力を有する法を記述す
ることが法解釈学の任務であることを前提

に、わが国の裁判実務を検討し、その結果と
して、わが国の裁判実務が、明確に統一的正
犯体系を志向していることを明らかにした
のである。 
（１０） 今後の課題として、改正ノルウェ
ー刑法のさらなるフォローを行うこと、ドイ
ツにおける統一的正犯概念の評価をまとめ
ることが必要と思われる。本研究の成果に加
え、上記課題もふまえて、最終的に成果を書
籍として公表することを、現在、検討中であ
る。 
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